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エネルギー基本計画改定案 
原発推進・石炭火力依存は変わらず  

パブコメで批判意見を出そう 
 

第六次のエネルギー基本計画の策定作業は大詰めで、素案が提示さ

れ、まもなくパブリック・コメント（意見募集）が行われる予定で

す。 

改定作業は経済産業省が設置した分科会で行われてきました。電力

や金融業界に近い委員らが再生可能エネルギーを低く見積もる一方で

原発を礼賛し、同席した経産大臣に原発新増設を書き込めと突き上げ

る場面もありました。気候危機対策で批判の的になっている石炭火力

についても、調整電源として残す必要がある、CCUS（二酸化炭素回

収・貯蔵・再利用）及び水素やアンモニアとの混焼により「脱炭素

化」を図るなどとし、やめるつもりはありません。 

今年 4月に菅首相が、2030 年の温室効果ガスを 46％削減すると表

明すると、再エネ比率を増やし火力の比率を減らすなど、軌道修正が

図られました。しかし原発推進、石炭火力依存等の基本的な性格は変

わっていません。 

    

  

    

  

◆原発…新増設は取り下げたが再稼働と寿命延長の圧力が強まる 

原発は「依存度をできるだけ低減」「2030年までに 20～22％」と

の記載で 3年前の前回改定時と変わらず、現状維持となりました。原

発の新増設・建替え（リプレース）の記載は見送られました。背景に

は原発再稼働に対する根強い反対の声があります。コストが上昇し、

太陽光などの再生可能エネルギーに対しても割高となったことや、原

発輸出がとん挫し原発を売り込む先がない現実もあります。 

しかし老朽炉に鞭打ち、既存の原発の再稼働を進める圧力は強まる

でしょう。目標達成は稼働を申請している 27基すべての運転が前提 
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となっています。原子力産業が設置した「再稼働加速タスクフォース」についての記載もあります。再処

理・プルサーマル推進、核のゴミ捨て場探し、乾式貯蔵・中間貯蔵の推進により使用済み燃料問題の解決を

急げというのも変わらず。原発は現状で 6％にすぎません。脱原発に舵を切り原発ゼロを実現しましょう。 

 

◆既存の火力や新規建設を正当化 

火力については 2030年度までに LNG、石炭、石油を合わせて 56％から 41％に引き下げとなりました。

それでも依然高い水準です。41％のうち石炭は 19％を占めています。 

CCUS及び水素・アンモニアの混焼による「脱炭素化」が大きな方針となっています。既存の火力発電所

の設備をそのまま使い、石炭などに混ぜて燃やし、その比率を 100％にまで高めれば脱炭素が実現するとい

うものです、しかし技術的に確立していないだけでなく、CO2 削減にはならない代物です。 

今回の改定案では水素・アンモニアは 1％程度となっています。形だけでも入れて既存の火力や新規建設

を正当化したいだけではないでしょうか。 

 

◆再生可能エネルギー…まだまだ低い目標値 

再生可能エネルギーの 2030 年度目標については、前回改定時の 22～24％から今回は 36～38％に大幅に

引き上げられました。しかし、欧州では現状の約 33％から 2030 年には 65％にまで引き上げる目標を掲げて

おり、これと比べてもまだまだ低い目標値です。大規模な太陽光パネルによる環境破壊が問題になっていま

すが、小規模分散型で進めていくべきでしょう。 

 

◆浪費構造を改めエネルギーの削減を 

分科会の議論に決定的に欠けているのは、エネルギーを減らすことです。全体の発電量については、3年

前の前回改定時には、逆に増えるシナリオとなっていました。今回は総量を削減するものとなりましたが、

日本経済低迷の実情を反映しただけで、減少幅は全体の１割程度にすぎません。 

気候危機を解決するためにも、原発・石炭火力を全廃とし、再エネ比率を劇的に高めるだけでなく、省エ

ネを進め、大量生産と大量消費の浪費構造、そして先進国が CO2をばらまき、その矛盾を途上国に押し付け

る構造そのものを批判していかなければいけないと思います。パブリック・コメントに批判意見を集中しま

しょう。 

 

南相馬 20ミリシーベルトでの解除は違法と訴えた裁判 

放射能汚染と帰還強要の実態から目を背ける不当判決 

 

福島県南相馬市の特定避難勧奨地点について、年 20ミリシーベルト（mSv）基準による解除は違法だとし

て、住民 808名が国を訴えた裁判の判決が出ました。東京地裁（鎌野真敬裁判長）は 7月 12日、解除につ

いて、「年間の被ばく線量が 20ｍSvの基準を下回ることが確実だという情報を提供するもので、帰還を強

制したとはいえない」として住民側の訴えを退けました。裁判長は法廷でわずか 12秒、「主文」を読み上

げるだけで逃げるように退出しました。 

 

◆理不尽な扱いをされたことを認めて欲しいと訴えた裁判 

裁判は年 20ｍSvでの避難地点解除の違法性を正面から問うものです。原告は避難地点解除の処分の取消
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しを求め、さらに一人 10万円の国家賠償を請求しました。国家賠償は、処分の取消しが認められなくて

も、解除の違法性と帰還が事実上強要されたことによる被害が認定されれば認められる可能性があることか

ら追加されたものです。10万円は裁判経費などでなくなってしまう額で、原告はお金ではなく理不尽な扱い

をされたことを認めて欲しい、同じことを二度と繰り返して欲しくないという思いで裁判に臨みました。 

また、808名の原告には、避難地点を含む行政区の区長の他、避難地点に指定された世帯もされなかった

世帯も、避難した世帯もしなかった世帯も含まれています。国は特定避難勧奨地点の設定に際し、住民の意

向を無視して世帯ごとの指定にこだわり、同じ地区でも一軒隣りは指定せずという地域コミュニティの分断

を招くやり方を強行しました。提訴はこれに対する抵抗でもあり、この点でも画期的な裁判といえます。 

 

◆書面をこっそり訂正して解除を単なる情報提供にした 

裁判で国側は、解除手続きに法的根拠はなく、単なる情報提供にすぎないと主張しました。情報提供だか

ら処分性はなく、ICRP勧告もそれにもとづく原子力安全委員会の助言も何も関係ないというのです。原子力

安全委員会の助言について、当初国側は法令に基づく文書だとしていましたが、「原災法 20条に基づき」

との文言を書面からこっそり削除しました。このことを法廷において原告側弁護士が指摘すると裁判長が身

を乗り出して国側を問い質す場面もありました。しかしそのときの裁判長は交代してしまいました。 

 

◆行政処分とは認めず門前払いに 

避難地点解除の取消しの請求については、行政が行った解除が行政処分にあたることが前提となります。

行政処分は、国または公共団体が行う行為によって、「直接国民の義務権利を形成し、またはその範囲を確

定した」ものと定められています。判決は国の主張に従い、避難地点の指定も解除も単なる情報提供にすぎ

ないのだから、行政処分にあたるものではないとしました。 

しかし、特定避難勧奨地点に設定されれば、国保保険料免除、国保医療費一部負担金免除、国民年金保険

料の免除、介護保険利用者負担の免除、障がい者支援の一時負担金の免除、NHK受信料免除、固定資産税の

免除が受けられました。避難者に対しては仮設住宅の供与が行われました。単なる情報提供に

すぎない、直接国民の義務権利の範囲を確定したものではないと言うほうが、よほど無理があ

るのではないでしょうか。 

 

◆帰還が事実上強要された事実から目をそむけた 

判決で一番許し難いのは、避難地点の解除により帰還が事実上強要された実態を無視したことです。避難

地点の解除では、国民健康保険の一部負担免除などが打ち切られただけでなく、一定期間後に賠償が打ち切

られ、自主避難扱いになったことにより応急仮設住宅の提供まで打ち切られました。兵糧攻めと住まいを取

り上げられる形で帰還が事実上強要されたのです。住民は振り回され、さまざまな苦痛を強いられました。

原告らはこのことを法廷での証言やアンケート結果により明らかにしました。アンケートで帰還した理由の

トップは賠償や住宅供与打ち切りによる金銭的な困難でした。判決は、解除したあと直ちに打ち切られたわ

けではないので関係ないとし、国家賠償請求についても被害がないのだからと棄却してしまいました。 

 

◆被ばくを年 1mSv 以下にする法的義務に反する 

解除の違法性について、原告側は、年 20mSvによる解除は、ICRP勧告とそれを取り入れた国内法令、国

際法規や憲法 25条に基づき、追加被ばく線量を公衆の線量限度である年 1mSv以下とする法的義務に反す
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ると主張しました。 

ふくいちモニタリングプロジェクトは地域の放射線測定を精力的に行いました。多くの世帯で空間線量が

いまだに年 1mSvを超え、年 5mSv を超える世帯もありました。さらに深刻なのが土壌汚染の実態です。土

壌に含まれた放射能が下がらず、高い水準にあることが明らかになりました。裁判で原告側は、土壌の放射

能汚染が放射線管理区域の規定により立入りができないレベルであり、放射性物質の表面密度限度の考慮義

務に反するとも指摘しました。ちくりん舎（市民放射能監視センター）による尿検査から、内部被ばくの実

態も明らかになりました。 

しかし判決は、そもそも ICRP勧告が定める年 1mSvの線量限度は計画的被ばく状況とよばれる平常時の

ものであるが、南相馬は事故後の 1～20 mSvの現存時被ばく状況であり、適用はされないと形式的に退けま

した。表面密度限度の考慮義務についても同様です。しかし事故後であればなおさら、国民の健康を守る義

務が生じるはずではないでしょうか。 

 

◆20mSv での解除は ICRＰ勧告に照らしてもありえない 

現存時被ばく状況についての ICRP 勧告は、事故後の現存時被ばく状況では 1～20 mSvのバンドの下方部

分から参考レベル（これを上回る被ばくを許す計画の策定は不適切とされる線量レベル）を選択すべきであ

り、過去に用いられた代表的な値は年 1mSvだとしています。勧告に従えば、20mSvで設定した避難地点を

同じ 20ｍSvで解除するというのはありえない話です。下方で参考レベルを設定しながら放射線防護を行

う、代表的な参考レベルは 1mSvであり、少なくともこのレベルまでは帰還を強要することがあってはなら

ないと解すべきでしょう。これは、国連人権委員会のアナンド・グローバー氏による「年間 1mSvを下回っ

た場合にのみ避難者に帰還が推奨されるべきである」との勧告にも通ずるものです。 

しかし判決は、ICRPの勧告は 1mSvを超える環境での居住を否定していない、とはぐらかし、最後は、

ICRP勧告は勧告にすぎず法的義務はないと開き直りました。ICRP勧告にある数字を都合よく使っているだ

けで、問題の多い ICRP勧告にすら従わない判決だといえます。 

 

◆住民無視の解除は ICRP 勧告や原子力安全委員会の助言にも反する 

ICRP勧告は、被ばく防護措置を決めるに際して住民の関与を要求しています。原子力安全委員会の助言に

もその点の指摘があるのですが、避難地点解除に際しては一方的な説明会が行われただけでした。原告は説

明会当日の朝のニュースで「解除決定」と聞き驚きました。南相馬市の職員は国との会合の場で「協議では

なく説明の場」と聞き、議事録にビックリマークを２つ！！書き込みました。住民の関与はなく原告側はこ

れを解除の違法性の証拠の一つにあげました。しかし判決はこれもことごとく無視したのです。 

 

◆20mSv の被ばく強要を制度化するもの…南相馬だけの問題ではない 

本裁判は南相馬だけの問題ではありません。その後、次々に解除されていった避難指定区域は、みなこの

年間 20mSvを下回ることを理由に解除されました。つまり本裁判は、客観的には、原発事故後の汚染状況の

下で、乳幼児、妊婦、高齢者まで区別なく年間 20mSvまでの被ばくを強要してよいとする、政府の大きな政

策転換を追認し制度化するものといえるでしょう。年間 20mSvとは、被ばく労働者の年間被ばくの上限で

す。実際、原発労働者でも年間 20mSvまで被ばくする人はそれほどいません。 

原告団長の菅野秀一氏は支援者集会などで何度も、「この裁判は、再び原発事故が起きた時に、

我々の子や孫が年間 20ｍSvまでの被ばくを強要されることが無いようにするための闘いだ」と発
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言しています。 

原告らの居住地域では、事故後 10年たっても、放射線管理区域の上限となる土壌汚染密度を下回る場所

はごくわずかです。ちくりん舎のハウスダスト調査では、最高 29,000Bq/kg、政府が責任をもって処分する

指定廃棄物の基準である 8,000Bq/kg以上の家が多数発見されました。このような高い濃度のチリを毎日吸

い込みながらの生活を強いられています。 

 

 

南相馬 20 ミリ裁判の東京地裁判決を受けて 

原告団事務局長 小澤洋一 

 

2011年 5月に、航空機モニタリングが公表されました。私たちの地域の土壌放射能沈着量が、1平方メー

トルあたり 300万ベクレルと知り、腰が抜けそうでした。チェルノブイリでも出てこないような数値です。

自分たちで住環境を測ることを決心しました。庭の数値は、１キログラムあたり 47,000 と 47,500ベクレル

でした。係数の 65倍を掛けると、1平方メートルあたり 300 万ベクレルを超えていました。しかし、係数を

掛けないで数値を出すべきだと、京都大学にいた河野益近さんを師匠にお願いして、平米当たりの数値を直

接測る方法を教えてもらい、測定を続けてきました。この正しい数値を地域の区長さんや住民に伝え、空間

線量率だけでなく土壌放射能沈着量をお知らせしました。ここは、人が住むべきではないと皆さん理解で

き、裁判へとまとまりました。提訴後、月に１回は学習会を続けてきました。皆さんの体調を壊さないよう

に、放射線教育などもおこないました。 

2021年 7月 12日、東京地裁において南相馬 20ミリ裁判の判決がでました。内容は門前払い同等で、こ

れが人の取り扱いなのかと、考えられないほどです。 

被告の原子力災害対策現地本部は、避難指示解除の要件として、①空間線量率で推定された年間積算線量

が 20ミリシーベルト以下になることが確実であること②電気、ガス、上下水道、主要交通網、通信などの

日常生活に必要なインフラや医療・介護・郵便などの生活関連サービスがおおむね復旧すること、子どもの

生活環境を中心とする除染作業が十分に進捗すること③県、市町村、住民との十分な協議がされていること

です。 

しかし、①については、解除すれば年間追加被ばく線量は１ミリシーベルトであるべきで、20ミリシーベ

ルトはありえない、②については、幼稚園やバス、スーパーは 10年経過後も止まっている、③は、地域の

区長や住民は大反対でした。 

避難指示解除の要件は、一つも満たしていません。にもかかわらず解除を急いだ理由は、原発からの距離

が 20キロメートル以内の強制避難地域を国は早く解除したかったからです。 

20 キロメートル圏内の本当に汚染された地域へ、住民を戻させないためにも、解除反対は必要なことでし

た。ところが、裁判で６年も続ければ、判決がでるころには多くの地域は解除されてしまいました。後から

解除された地域の住民は、汚染された状況を理解していないようです。 

スーパーなどで、ちっちゃい子どもたちを見ることがあります。こんなとき涙が出そうです。 

残り少ない私はいいのですが、今後何十年間も生きていくこの子たちは、果たして大丈夫だろう

かと考えてしまいます。 

控訴審で勝つことによって、このような子どもたちのためにもすこしでも役にたちたいのです。 
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大詰めを迎える田村バイオマス訴訟 
－裁判長は証人尋問と現場検証をすべて却下 

 

本年 4月から、放射能汚染木を燃料とする田村バイオマス発電（田村バイオマスエナジ―：田村 BE）が

本稼働を開始しました。地元では「大越町の環境を守る会」が中心となり、放射能の再拡散の危険性などを

訴えて反対運動を進めてきています。2019年 9月には、本田仁一前田村市長と田村 BE を被告として裁判を

提訴しました。裁判は、本田前市長と田村市が住民の放射能不安に対して、「国内最高レベルの安全対策」

と称して「排ガス中の放射性物質の捕捉対策として、バグフィルターに加え、高性能フィルターであるヘパ

フィルターを設置し、フィルター二重構造化して安全管理対策を講じます」引用（原文ママ）と議会に説明

した HEPAフィルタが、実は全く役立たない虚偽の設備であり、市は詐欺または錯誤により支出した 11億

6300万円の補助金について返還請求をせよ、というものです。 

 

法廷でまともに応えない田村市―言いのがれや争点ずらし 

 これまで 2年間 9回にわたり裁判が開かれてきましたが、田村市と田村 BE 側は、争点である「HEPAフ

ィルタが実際には全く役立たない虚偽のものである」という原告側の具体的指摘に対して、一切まともに答

えてきていません。これまでの論争の一部をまとめると以下のようになります。 

原告側の追究 被告側の答弁 解説 

HEPA フィルタの集塵率を数字的に明ら

かにせよ。 

HEPA フィルタは「安心」のために設置した

ものである。バグフィルタを通過することによ

って、人体に影響のないクリーンな排ガスに

なるが、HEPA フィルタを通過することで更

にクリーンな排ガスになる。その意味で、個別

の集塵性能を数値化しているものではない。 

裁判以前は「安心のため設置」とは一言も説

明していない。「安心」のためであれば、極論す

れば「お飾り」でも良いことになる。 

集塵率を具体的に明らかにするのを避けるた

めに「安心のため設置」との言い訳を新たに持

ち出した。 

HEPA フィルタが設置されているダクト

内は極めて狭く、フィルタの交換時などに

必要な機材の持ち込み、作業ができな

い。フィルタ交換の具体的手順を明らか

にせよ。 

 

裁判長「被告側は次回これらの主張に

対し図面等で反論しますか？ 」 

被告代理人「はい。」 

説明書および手順書は、プラントメーカーと

の守秘義務の関係があり、提出の予定はな

い。本件施設における HEPA フィルタはメー

カが設計したものであり、メンテナンス作業

上の問題はない。 

法廷の場で「図面等で反論しますか」との裁判

長の問い掛けに「はい」と答えたにも関わらず、

メーカーとの守秘義務を盾に明らかにせず。

「メーカが設計したものであり、作業場の問題

はない」として具体的な説明を一切拒否した。 

被告が設置するという HEPA フィルタの

技術的規格を示す根拠は何か? 

本件施設で用いる HEPA フィルタは「JIS Z 

8122」の規格を満たしたもの。 

被告側が主張する「JIS Z 8122」は、その適

用範囲にクリーンルームなど「限られた空間、お

よび製品などの内部、表面又は周辺」と書かれ

ている。また「なお、放射能の問題は含まない」

とも明記されている。 

つまり、田村 BEは煙突からの排ガス用でもな

ければ、放射能対策用でもないものを、排ガス

放射能の安全対策として設置したことになる。 

被告側が根拠とする「JIS Z 8122」は

煙突からの排ガス用でもなければ、放射

能対策用でもない。 

排ガスの放射能対策用であれば「JIS Z 

4812放射性エアロゾル用高性能エア

フィルタ」に基づいたものでなければなら

ない。これに従えば現場に設置後の試験

方法が詳しく規定されている。 

原告は、本件田村バイオマス発電設備が原

子力発電所など放射能取り扱い施設と勘違

いしている。 

田村バイオマス発電設備は放射能取り扱い

施設ではない。 

「放射能不安」に対して「国内最高レベルの安

全対策」という説明をしたのは、被告側である。 

議員、一般市民にとって、JISの詳細は分から

なくても、「放射能不安」に対する「国内最高レ

ベルの安全対策」との説明であれば、「JIS Z 

4812放射性エアロゾル用高性能エアフィル

タ」の内容を期待して当然。そうでないというの

は虚偽説明にあたる。 
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これらは実際の論争の一部です。その他、燃料木の放射能測定方法、冷却水の確保等、原告側が具体的な

問題点、疑問点を追究していますが、それらに対してまともに答えた例は一切ありません。 

 

裁判引き延ばしを図り、本稼働データを並べて争点ずらし 

 これらの論争は実は、昨年の 6月第 4回裁判期日までの議論で明らかになっていたのです。ところが、被

告側はこれらの論点に対して 2回に分けて反論するとしました。2回に分けた被告らの「反論」もこれまで

の主張の繰り返しや、論点そらしの主張で、実質的に新たな反論は何も出てこなかったのです。実質半年以

上も裁判が空転しました。しかし、その間に田村バイオマスの工事、試運転は進み、本年 4月に本稼働に入

りました。そして 7月の第 9回裁判期日では、被告側は準備書面で、田村バイオマスの試運転と本稼働での

排ガス測定結果や燃料チップのデータを延々と羅列した書面を出してきたのです。まるで、本稼働までの時

間かせぎをして、環境省基準の甘い基準や、信憑性のない放射能データを並べることで、「本来田村バイオ

マスは何の問題もない設備だ」ということを裁判官に印象付けるかのような書面でした。 

 

第 10 回期日で新裁判長による驚きの展開 

 8月 10日には第 10回裁判期日が開かれました。そこで驚くような展開がありました。原告側はこれまで

の裁判経緯も含め 6人の証人尋問（原告 2名、青木（ちくりん舎・フクロウの会）、筒井（プラントエンジ

ニアの会）、本田仁一前田村市長、小檜山良一前田村 BE 社長）と現場検証を申請していたのです。4月か

ら裁判長が変わったため、新裁判長へのこれまでの論争の経緯の理解を促すためでした。 

 しかし当日の法廷で裁判長は、「原告側が提出した証人尋問は全て却下、現地検証も却下、10月 4日に結

審するので、その 2週間前までに被告側反論、原告側最終準備書面を出すように」と述べ、あっけなく終了

しました。坂本弁護士が「現地検証もしないでまともな判決が書けるとは思えない」と反論しましたが、

「これまでの陳述で十分です。却下します」と、あくまでも事務的に通告がありました。 

 原告、傍聴者はここまでとは、全く予想もしていなかった展開で、みな目が点になりました。法廷後の坂

本弁護士の説明で、ようやく全貌が分かった人がほとんどです。坂本弁護士からは、まだ少し早いかもしれ

ないが、高裁への控訴を考えるべきだとの発言がありました。新裁判長のもとで 2回目の裁判期日でこのよ

うな展開になりました。裁判所には、これまでの訴訟の趣旨や、裁判での原告被告双方の主張を冷静、客観

的に判断して欲しいと考えます。 

           

証人尋問申請のために裁判所に提出した青木一政（ちくりん舎・フクロウの会）の陳述書 

紙面の制約上最も重要な項目のみ抜粋して紹介します。 

1. 自己紹介と私の立場 （略） 

2. 田村市大越町のバイオマス発電問題とかかわることになった経緯 (略) 

3. 設備計画中に追加された「HEPAフィルタ設置」が虚偽であることについて気づいた経緯(略) 

4. 田村 BEが設置した HEPAフィルタ装置は田村市議会と住民を騙すために計画した虚偽設備であること 

私が本陳述で裁判官の皆さまに是非ともご理解いただきたい点があります。それは私が問題にしてい

るのは、本件 HEPAフィルタ装置について、単に設計上の配慮不足や設計ミス、些細な機能や性能の不

十分点、不足点をあれこれ指摘しているのではないということです。そうではなく、良心的設計者であ

れば誰でも「HEPAフィルタ装置」と称することに罪悪感を感ずるような設計であるからです。技術的

な知見をあまり持たない一般の人を意図的に騙すための悪意を感ずる設計であるからです。 
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このことは、提訴にあたっての調査で判明した点だけでなく、これまでの被告側の答弁など裁判経緯全 

体からも、ますます明らかになったと考えます。以下、その根拠について、紙面の制約上最も重要な点に

ついてのみ説明します。 

 

4.1 田村 BEの検査基準（自主基準）では HEPAフィルタが全く機能していなくても、

極端に言えば筒抜けであっても設備運用者でさえ感知できない基準を設定しているこ

と。 

 田村 BEは排ガスの検査基準（自主基準）を 30Bq/㎥（検出下限値未満）としていま

す。しかしこの基準は一般のバグフィルタのみを設置した場合の排ガス基準と同等です。したがって

HEPAフィルタが全く機能しなくても実現できる基準です。このような基準を設定していること自体が、

田村 BE が、HEPAフィルタをその規格通りの性能を発揮させ、保証する意図がないことを示していま

す。HEPAフィルタ設置により「国内最高レベルの安全対策を講ずる」というのであれば、排ガス検査基

準は JIS規格通りにして1 、その検査方法と結果について明示すべきです。 

4.2 排ガス用でもなければ放射能対策用でもない HEPAフィルタの採用 

  HEPAフィルタには JIS規格が存在します。被告側は、本件 HEPAフィルタの JIS規格について、「本

件施設で用いる HEPAフィルタは『JIS Z 8122』の規格を満たしたもの」と答弁しています。しかし、JIS 

Z 8122は、その「適用範囲」の項において、「限られた空間、及び製品などの内部、表面又は周辺につい

て、清浄を保持する」としており、「なお、放射能の問題は含まない」とも規定しています。被告側答弁

が本当であれば、本件 HEPAフィルタは排ガス用でもなければ、放射能対策用でもないものを設置したと

いうことになります。 

  3項で引用した本田仁一前市長の発言からも明らかなように、住民の不安は排ガスによる放射能の再拡

散の問題です。本田仁一前市長が、そのための「安全対策」と公の場で述べるのであれば、議会や住民

は、JIS規格詳細は分からないにしても、排ガス中の放射能捕捉用のものであると期待するのは当然のこと

です。ところで、放射能を含む排ガス対策用の HEPAフィルタの規格は JIS Z 4812「放射性エアロゾル用

高性能エアフィルタ」があります。このことは同規格の「適用範囲」で「この規格は、放射性エアロゾル

を除去する目的で、原子力施設などの排気系、換気空調系などで使用する高性能エアフィルタ（中略）に

ついて規定する」と書かれていることから明らかです。「JIS Z 8122の規格を満たしたもの」というので

あれば、これは明らかに議会や住民を騙すために意図的に異なる JIS基準に即したものを採用し、住民の

期待を裏切る虚偽設備であると言わざるをえません。尚、JIS Z 8122に準拠する HEPAフィルタユニット

で設計上の工夫や新技術により排ガス用、放射能対策用を実現するということも理論的には考えられない

訳ではありません。その場合はそのノウハウを特許などで保護し、その内容を公開すれば良いだけです。

技術者であれば当然そうします。しかし、そのような説明や主張は一切ありません。 

4.3 本件 HEPAフィルタ装置は故障時の装置の入れ替えやその後のチェックを想定していない 

 一般に、設備設計者は装置の設計にあたり、求められた機能、性能の実現のみを考えてい

るのではありません。設備は多数の要素部品からなります。これらの一部で故障や異常が発

生した場合に、いかに容易にその不良部品を交換できるか、ということを考慮した設計をし

ます。本件設備のような発電プラントは、連続運転を前提としており、運転停止時間が企業

 
1 JIS Z 4812「放射性エアロゾル用高性能エアフィルタ」が要求する性能は、基準粒子径 0.15μm において粒子捕捉率 99.97%

と規定している。 
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の利益に直結するため、故障の兆候を事前に発見して異常があっても設備を停止させない工夫や、故障対

応時間を最短にする工夫を設計に盛り込みます。プラント設計者の技量は機能、性能を満たすことは当然

で、異常時の被害を最小化できるかどうかにかかっていると言っても過言ではありません。 

  その点で、本件 HEPAフィルタ装置は普通のまじめな設計者には想像もできないような構造となってい

ます。一辺が約 60cmの正方形、厚さ約 30cm、15kgの HEPAフィルタユニットを 6 列 5段に積み重ねた

構造で、全体としては幅 4.5m 程度、高さ 3.5m程度になります。このユニットを点検、作業するために人

が入れる上流側・下流側のスペースは約 80cm程度の廊下のような形です。人が一人入って行き来するの

がやっとのスペースです。このスペースへの出入り口は約 80cm程度の正方形の扉があるだけです。この

ように狭い場所で、1μm（1ミリの千分の一）以下の粒子が漏れている箇所をどのように特定し、ユニッ

トの入れ替えや漏れ箇所の補修をするのでしょうか。補修後のチェックをどのようにするのでしょうか

2 。尚、被告は第 5準備書面において、これらの点について「交換時は全数交換となりメーカー規格品 30

枚を取り付けてユニット化する。また交換後の試験は実施しない予定である」との主張を新たに持ち出し

ました。この主張は従前の主張の矛盾を更に上塗りするものです。30枚をユニットにした幅 3.6ｍ以上、

高さ 3.0ｍ以上のユニットをどのようにダクト内に持ち込むのでしょうか。ダクト本体を切断し解体しな

ければ入れ替えることは不可能です。これがどれほどの大工事になり、稼働停止時間の最小化を旨とする

プラント設備において致命的欠陥であるかは明らかです。またその場合でもダクト内壁との接続部は無く

すことはできず、工事中の変形など不測の事態も考慮すれば、設置後の漏れ試験は免れることはできませ

ん。これは特別な専門家でなくとも常識と想像力を働かせれば分かることです。「0.3μmや 0.15μm 程

度の微小粒子を 99.97%捕集する」という高性能を実現し維持することを、オーソドックスにまじめに考え

た設備でないことは明白です。「形だけ HEPAフィルタユニットと称するものを付けたことにする」とい

う悪意を持った設計に見えます。 

5．燃料チップの放射能測定等、放射能対策についても市議会と市民を騙す証言が行われたこと(略) 

6.  この問題の重要性について 

  本裁判の主要な争点は、被告が設置した HEPAフィルタ装置が、本当に HEPAフィルタと称するに値す

る設備であるのか、それとも、放射能の再拡散の不安や疑問を抱える議会や住民に対して、「国内最高レ

ベルの安全対策」と称して、形だけの「HEPAフィルタ設置」で議会と住民を騙した虚偽設備であるのか

どうか、という点にあります。また付随して、チップの放射能測定についての説明と、その実態も重要な

問題です。この問題は、以下の点で全国に波及する可能性が高い重要な問題であると考えます。 

(ア) 実際の機能を果たさない形だけの「HEPAフィルタ設置」が、公的に認知されることになれば、放射

能不安を抱える、各地の木質バイオマス発電所や、放射能を含むごみを燃やす一般焼却炉で同様な問

題が発生する可能性が高いこと。 

(イ)技術的な知見の無い人に対して「HEPAフィルタ=高性能」というイメージを与えておいて、実際に 

その機能、性能を保証できないものを設置して「国内最高レベルの安全対策」と称することは、発言者

本人の意図がどうあれ、客観的には詐欺にあたるものであり、社会通念上許されるものではないこと。 

 (ウ)本件設備は田村市からの補助金が支出されています。被告は、該当設備（HEPAフィル

タ）は補助金の対象ではないと主張していますが、本計画の実施にあたり、議会での了解を

得る上で HEPAフィルタ設置は重要な要素を占めており、一体のものとして考えなければな

 
2 JIS Z 4812 の付属書には、現場試験を行うことが規定されており、新設据え付け時だけでなく、フィルタ交換後も行うことが

求められています。 
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りません。虚偽説明を含む計画により補助金を受け取ることは社会通念上許されません。 

(エ)本田仁一前市長の議会における HEPAフィルタ設置やチップ測定に関する答弁は、虚偽であり議会と

住民を錯誤させるものです。前市長の虚偽発言に至った背景や経過については明らかではありません

が、虚偽答弁により市議会を錯誤させ公金支出にまで至ったことは、議会での議論の形

骸化を招き、民主主義を毀損させる重大な行為です。これを看過することは社会的な悪

影響が極めて大きいと考えます。 
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学習会テキストとしてもご利用いただけるパンフレットなどもあります♪ 

 

 

 

  

FFTVで 

検索してね！ 

フクロウの会 会員・サポーター募集中 

会費 会員 6000円/年  サポーター1000円以上/年 

 

今年度より会員会費を月 1000円から年 6000円に改訂しました。 

今後ともよろしくお願いいたします。 

 

集会でのスタッフやパンフ作成のご協力など一緒に活動していただける方を募集しています。 

お問い合わせ・お申し込み先 TEL：03-5225-7213 FAX：03-5225-7214 Email：fukurounokai@gmail.com  
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エナガの会より活動紹介と呼びかけ 

住民避難の実効性に問題ー東海第二原発差止の画期的判決を受けて 

 

千葉県東葛地域（柏市を含む６市）を中心に活動している市民グループ、｢エナガの会｣です。私たちは

2018 年末より集中的に東海第二原発の再稼働をさせないための活動に取り組んでいます。この間、2019

年度は東葛地域での原電による説明会を求める署名活動と 6 市との説明会実現のための継続的な議論を重ね

てきました。また、2020 年には柏市・松戸市に今なお残る福島原発事故由来の放射性焼却灰の実態調査を

他の市民団体の皆さんといっしょに行いました。これは特にマスコミの関心も呼び、たくさんの取材と報道

がなされました。 

さて、東海第二原発立地県である茨城県では、東海第二原発差止訴訟団が 2012 年以来水戸地裁における

訴訟を続けてきましたが、ついに本年 2021 年 3 月 18 日、被告日本原電に対し再稼働差止の判決が言い渡

されました。判決は、国際基準にのっとり、単に原発設備の安全性や体制だけではなく、事故は起こりうる

ものとの前提に立ち、事故時の住民避難の実効性を原発稼働の必須条件とし、その上で現時点で避難計画は

不十分、将来的にも疑問を呈し、同原発の稼働は認めないと判断したものです。この論理的で明解な判決は

私たちの思いや気持ちを代弁してくれる画期的なものでした。一方で、日本原電は何事もないかのように早

ければ来年 2022 年 9 月にも試運転=再稼働に入ろうと計画しています。 

今度は私たち市民が今まで以上に大きな声をあげるときです。4 月、この判決を機に、茨城、千葉、東京

の市民団体有志(エナガの会を含む約 20 団体)は｢東海第二原発いらない！首都圏ネットワーク｣を結成し、

当該判決を梃子に、同原発再稼働に不安を持つ市民の声を糾合し、来年再稼働予定の同原発がもつ問題をよ

り広範に訴えて行くことになりました。その一環として、今回、｢東海第二原発いらない！動かさないで！｣

の一斉行動が企画されました。 

今回の一斉行動は、コロナ禍を意識した、茨城、千葉、東京を含む東海第二原発周辺都県における“広域

分散型”一斉行動です。現時点では 20 から 30 ケ所程度の場所での行動が予定されています。（現在各地

で呼びかけがされておりますので今後参加団体が増えることを期待しております。）概要は以下を参照くだ

さい。 

私たちはこれからも他の団体とも幅広く連携を取りながら、東海第二原発再稼働を断念させるべく取り組

んでまいります。どうぞ今後ともご注目、ご支援を頂きたくよろしくお願いします。 

 

一斉行動の予定 

日時： 2021 年 9 月 11 日（土）15 時より 1 時間程度を集中時間帯とします。 

(注：各地で時間帯は異なる場合があります。) 

場所： 茨城県を含む周辺の都県となります。東葛地区は以下のとおりです。 

我孫子駅、松戸駅、柏駅、流山おおたかの森駅、野田市、鎌ケ谷市。 

呼びかけ団体：東海第二原発いらない！首都圏ネットワーク 

問い合わせ先：エナガの会 E-mail：sinai.sasenai.kashiwa@gmail.com  

twitter: @enaga_kashiwa 

エナガの会 HP 兼ブログ: http://blog.livedoor.jp/longtailed_tit_k/ 

東海第二原発差止訴訟団 HP: http://www.t2hairo.net/ 

 

 

 

エナガの会 
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